
事務局からの提案



経営の課題

２３年度の歳入歳出を比較

使用料収入
19％
８．６７億円

繰入金（税金） ６１％
２８．３３億円

国庫
補助
金
8％

借
金
6％

繰
越
金
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％

そ
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他
2
％

維持管理費
18％
８．１億円

借金返済金 ５７％
２５．４４億円

整備費 ２５％

汚水処理費
29.5％
１３．１６億円

使用料収入
４．４９億円不足

県補助金



収入増と歳出減への提案

１．料金改定 ⇒ 月千円UPで年間１億９千万円増収

４．井戸メーター等の設置費の使用者負担
⇒ 年間約７百万円歳出削減

３．区域外流入工事費の市費負担制度の廃止
⇒ 年間約３百万円歳出削減

２．「定額制」の廃止 ⇒ 年間約４千３百万円増収



7．水洗化資金融資あっせん利子補給制度の廃止
⇒ 年間約５０万円歳出削減

収入増と歳出減への提案

６．受益者負担金一括納付報奨金制度の廃止
⇒ 年間約９百７０万円増収

５．井戸水等使用者の「定額制」を導入
⇒ メーター新設費用の回避



10．排水設備完成検査の有料化
⇒ 年間約２０万円

収入増と歳出減への提案

９．排水設備台帳の有料化
⇒ 年間約４万円増収

８．排水設備指定工事店の指定申請の有料化
⇒ ５年ごとに約２００万円増収



事務局案

従量制

定額制

１か月あたり

基本料金 10m3まで 1,995円

水量料金 11～20m3まで 157.5円
（1m3ごと） 21～50m3まで 168円

51～100m3まで 210円
101m3以上 241.5円

１か月あたり
4,410円（水量設定25m3）

井戸水等を下水に流して
いる場合は、水量を加算

２．定額制の廃止



事務局案

定額制
１か月あたり

4,410円（水量設定25m3）

２５m3 ４，４１０円
１５m3 分４０m3

使用の場合

廃止

４０m3 ６，９３０円
料金徴収

２．定額制の廃止

徴収できていない



境界
境界

公
共
ま
す

1m程度

新規に取り出す場合は、受益者が施工

道 路

下水道管
取付管

宅地

受益者が施工

宅内排水管

事務局案
３．区域外流入工事費の市費負担制度の廃止



事務局案
３．区域外流入工事費の市費負担制度の廃止

下水道本管

新築
家屋

新築
家屋

既設下水道本管

市施工部分

取付管、公共ます、受益者施工

区域外
50mまで市で
施工



水道 井戸

水道使用水量 井戸使用水量

井戸メーターを検針水道メーターを検針

井戸メーターの設置が必要

４．井戸メーターの設置費を使用者負担にする

事務局案

従量制



事務局案
５．井戸等使用者の定額制を導入する

従量制 井戸
使用

遠隔メーターの
設置が必要

メーター購入１個
５万６千円井戸水等を下水に流して

いる場合は、水量を加算

井戸水等
定額制

井戸
使用

遠隔メーターの
設置不要



事務局案
６．受益者負担金一括納付報奨金制度の廃止

受益者負担金 ３０万円

分割
年４回×５年間＝２０回払い
１万５千円×２０回＝３０万円

一括
３０万円×１３．５％OFF

２５万９千５百円

下水道へ接続できるように
なった建物の所有者

下水道管

公共ます



事務局案
７．水洗化資金融資あっせん利子補給制度の廃止

金融機関

市

返済

受益者

融資

１３０万円限度

４８回月賦返済

下水道への
接続工事資金

融資
あっせん



事務局案
８．排水設備指定工事店の指定申請の有料化

市

受益者

市排水設備
指定工事店

下水道への
接続工事

指定店
申請

申請手数料１万円



事務局案
９．排水設備台帳の有料化

市排水設備
指定工事店

市

排水設備台帳

１枚200円

受益者
下水道への
接続工事

工事申請

許可



事務局案
10．排水設備完成検査の有料化

市
市排水設備
指定工事店

受益者

完成届

検査手数料 千円



収入増と歳出減への提案

事務局案で２億５千５百４４万円の増収

不足総額は、４億４千９百万円

約２億円の不足

２億円 ÷ 16,000件 ÷ 12月 ≒ 千円

１件あたり 月額２千円の値上げが必要


